
（別表）特別新事業開拓事業者の情報、特別勘定及び当該株式に関する状況
　　10～13の項目については、経済産業大臣継続証明申請時に使用するため、新規申請時の記載は不要。　　

申請者

経営資源活用共
同化推進事業者
（中小企業者を

除く）

経営資源活用共
同化推進事業者
のうち中小企業
者に該当する者

経営資源活用共
同化推進事業者

出資先

国内に本店又は
主たる事務所を
有する特別新事
業開拓事業者

国内に本店又は
主たる事務所を
有する特別新事
業開拓事業者

外国に本店又は
主たる事務所を
有する特別新事
業開拓事業者

必要出資額 １億円以上 1,000万円以上 ５億円以上
特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

特別勘定
取崩し額

特別勘定
残高

1 2020/5/1 株式会社スタートアップ 2018/4/1 2020/4/1 普通株式 10,000,000 10,000 1,000 2,500,000 － ○ －

2

3

4

5

10,000 1,000 2,500,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1

2

3

4

5

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

10,000 1,000 2,500,000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(注）13における特別勘定取崩し額は、以下の特別勘定取崩し額の合計とする。

①株式数
①の減少による特別勘
定取崩し額（円）

②期末税務簿価
（円）

②の減少による特
別勘定取崩し額

（円）

③利益剰余金から
の配当金額
（円）

③による特別勘定
取崩し額
（円）

④資本剰余金からの
配当金額
（円）

④による特別勘定
取崩し額
（円）
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②期末税務簿価
（円）

②の減少による特
別勘定取崩し額

（円）

③利益剰余金から
の配当金額
（円）

③による特別勘定
取崩し額
（円）

④資本剰余金からの
配当金額
（円）
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（円）
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別勘定取崩し額

（円）

③利益剰余金から
の配当金額
（円）

③による特別勘定
取崩し額
（円）

④資本剰余金からの
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（円）
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（円）

②の減少による特
別勘定取崩し額

（円）

③利益剰余金から
の配当金額
（円）

③による特別勘定
取崩し額
（円）
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定取崩し額（円）

②期末税務簿価
（円）

②の減少による特
別勘定取崩し額

（円）

③利益剰余金から
の配当金額
（円）

③による特別勘定
取崩し額
（円）
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（円）
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（円）
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（円）
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取崩し額
（円）
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配当金額
（円）

④による特別勘定
取崩し額
（円）
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12. 経済産業大臣
証明交付時の文書

番号

13. 特別勘定取崩し額及び残高（円）（注）

2020年度 2022年度 2023年度 2024年度

2026年度
（５年間保有が満了した場
合は、取り崩し額に「－」
と記載の上、特別勘定残高

を０とすること）

2021年度

2025年度
（５年間保有が満了した場
合は、取り崩し額に「－」
と記載の上、特別勘定残高

を０とすること）

小計

合計

取得年度

2020年度

2021年度

小計

番号
２．特別新事業開拓事
業者(出資先)の名称

３．特別新事業開
拓事業者(出資先)

の設立年月日

６．出資金額
（円）

（投資事業有限責
任組合や民法組合
(以下「組合等」)
による出資の場合
は、当該組合等の
出資額に出資割合
を乗じた額を記載

すること)

11. 経済産業大臣
証明日

５．取得する特別
新事業開拓事業者
(出資先)の株式の

種類

７．出資によって取得し
た特定株式の価額（円）

(組合等による出資の場
合は当該組合等で取得し
た特定株式価額に持分を
乗じた金額を記載するこ

と。

(投資１案件の上限は100
億円、年間は500億円）

９．特別勘定計上額(円)

(７．の特定株式の取得
価額の25％以下の金額を

計上すること。)

(所得控除額：投資１案
件の上限は25億円、年間

の上限は125億円)

10．経営資源活用共同化推進事業者(申請者)と特別新事業開拓事
業者(出資先)の区分

2021年度

2021年度

2020年度

小計

2021年度

2020年度

小計

2020年度

小計

2021年度

2020年度

小計

2020年度

小計

2021年度

番号 取得年度

2020年度

小計

2021年度

４．特別新事業開
拓事業者(出資先)
への出資年月日

2025年度

2026年度

８．出資によって取得し
た特定株式数

(組合等による出資の場
合は当該組合等で取得し
た特定株式数に出資割合
を乗じた数を記載するこ

と。）

2021年度

2022年度

2023年度

2024年度

１．経済産業大臣
証明申請年月日


